３８事件
担当者：小倉佳乃
事案：
A男B女夫婦は不妊治療を受けていたがAが骨髄移植を受けることになり、手術前に夫の精子を保存。その際依頼書には死亡時の連絡、精子の廃棄等を定めた条項が盛り込まれていた。
骨髄移植手術後、不妊治療を再開したが、Aは平成１１年に死亡。その後Bは体外受精をうけ、平成１３年にXを出産。
BはXをA・Bの嫡出子として出生届を出したが「出生子は婚姻解消の日から３００日後に生まれた子であり、嫡出性は推定されない」として、不受理処分を受けた。
その後Bは非嫡出子としてXの出生届を提出、Xの戸籍の父の欄は空欄のままである。
そこで、BはXを代理して検察官を相手として死後認知の訴え（民７８７条）を提起。
第一審＜松山地裁H１５．１１．１２＞
· 父子関係は、人にとっての基本的な観点であって、概念の曖昧な社会通念によって決するのは望ましいとはいえず、何らかの立法的手当が行われることが望ましい。
しかし生殖をめぐる要望から発達してきた生殖補助医療を、法律上全く否定することもできない。立法手当がされるまでの間は、社会通念に照らして個別に判断していくほかはない。
· 死者について性的交渉による受精はあり得ないから、このような人工授精の方法は、自然的な受精・懐胎という過程からの乖離が著しい。社会的通念という点から見てもこのような人工授精の方法により生まれた子の父を、当然に、精子提供者（死者）とするといった社会的な認識は、なお、乏しい。
· 子の福祉にかなうとは言い切れない。
· 学会、立法動向をみても、認知請求を認める社会的理解も形成されていない。
· 提供者の死後いつまで精子を使えるか、その要件等の困難な問題が派生。
· 控訴審＜高松高裁H１６．７．１６＞
· 死後懐胎子について、認知が認められた場合父の直系血族との間で代襲相続権が発生するという法律上の実益がある。
· 死後懐胎子が認知の対象になるとすると「夫の意思が全く介在することなく、夫と法律上の親子関係が生じる可能性のある子が出生することになり、夫に予想外の重い責任を課すこととなって相当ではない。」
· 認知を認めることを不相当とする特段の事情がない限り、子と父との間に親子関係が存在することに加えて、当該死後懐胎子が懐胎するに至った人工生殖について父の同意があることが必要であり、かつそれで足りる。
· 本件においては、Aは子供を授かる意思を翻意したとは認められないとして、父の同意を認めた。
上告審＜H１８．９．４＞
· 被代襲者である父を相続しうる立場にない死後懐胎子は、父との関係で代襲相続人にもなり得ない。
· 民法の実親子に関する法制は少なくとも死後懐胎子と死亡した父との親子関係を想定していないことは、明らか。
· 死後懐胎子と父の間の法律上の親子関係の形成に関する問題は、立法によって解決されるべき問題であるといわなければならず、そのような立法がない以上、死後懐胎子と死亡した父との間の法律上の親子関係の形成は認められないというべきである。
